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Ⅰ 運用基準の策定にあたって 

１ 策定の目的 

本市は、都市の成長とともに市街化

が進みましたが、内陸部には緑豊かな

自然環境が残されており、大都市であ

りながら緑と水辺に恵まれた環境を誇

りとしています。このような環境を後

世に伝えていくためには、森林・農地

等の保全や既存集落等の住環境を保全

するとともに、無秩序な開発を抑制し

なければなりません。 

都市計画法には、このような地域に

おいて計画的な開発事業を実現するた

めの一手段として、地区計画制度が用

意されています。一方、同制度は良好

な住環境を保全するなど住民による身

近なまちづくりのツールとしての性格

も併せ持ちます。 

本運用基準は、本市の市街化調整区

域において活用可能な地区計画の基準

を示します。このことにより、自然環

境と調和した秩序ある都市づくりを目

指します。 

 

２ 運用基準の位置づけ 

本運用基準は、本市域にのみ適用さ

れるものです。千葉市都市計画マスタ

ープランにおける自然的土地利用の方

針と整合を図るものとし、同マスター

プランの変更時には適宜、見直しを行

います。 

 

 

 

 

 

Ⅱ 土地利用のあり方 

本市は市域を市街化区域と市街化調

整区域に二分しています。市街化調整

区域は、農地や山林など自然環境の保

全と増進を基本にしており本来、市街

化を抑制すべき区域です。   

しかしながら、現実には市街化調整

区域においても市民生活は営まれてお

り、一部には都市的土地利用※も見られ

ます。極めて限定的ではありますが政

策的に都市的土地利用を認めることも

あります。このような場合でも自然的

土地利用とすべき地域特性を踏まえ、

必要最小限の範囲で周辺環境と調和し

たゆとりのある土地利用になるよう十

分に配慮しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 人工的に整備した土地利用を指します。 
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Ⅲ 地区計画の活用 

１ 地区計画とは 

地区計画は、住民等の合意に基づい

て定める一番身近な都市計画です。都

市レベルと敷地レベルの中間に位置す

る地区レベルの計画で、街区などの一

定の区域ごとに計画を作ります。公共

施設、建築物、土地利用に関する事項

を一つの詳細な計画として定めること

ができます。開発行為や建築行為の内

容は、地区計画を定めることによって

一定のコントロールができるようにな

ります。 

地区計画は、市街化調整区域において

も目的に応じた様々な活用ができます。

 

２ 地区計画の活用類型 

 

本市では、市街化調整区域で活用できる地区計画を限定し、次のとおり４類型とし

ます。 
 

地区計画の類型 目  的 定められる区域※ 

駅 

1km 

圏 

(a) 地域資源型 

 鉄軌道駅の１ｋｍ圏において、緑

の保全や創出を図る開発行為を誘

導し、良好な居住環境を有する市街

地の形成・保全を図ります。 

ロ 

全 

域 

(b) マスタープラン 

適合型 

 計画による有益な開発行為の実

現により、産業の振興その他都市機

能の維持又は増進を図ります。 

イ 

(c) 街区環境整序型 

 地区計画を定めなくても立地の

認められる建築物について用途や

形態を制限することにより、不良な

街区環境の形成を防止します。 

ロ 

(d) 住環境保全型 

 良好な居住環境を有する市街地

において、建築物の用途や形態を制

限することにより環境の保全を図

ります。 

ハ 

※ 用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域はこれに含まれます）のう

ち、地区計画を定めることができるのは次のいずれかに該当する区域とされています。 

（都市計画法第 12 条の 5第 1項第 2号） 

イ 住宅市街地の開発等の事業が行われる、又は行われた土地の区域 

ロ 建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれる

土地の区域で、不良な街区の環境が形成されるおそれのある区域 

ハ 現に良好な街区の環境が形成されている土地の区域 
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４つの類型を設定した背景及びその目的は次のとおりです。 

(a) 地域資源型 

本市では、駅周辺に徒歩生活圏を築

く、公共交通機関と連携したコンパク

トな市街地形成を促進しています。平

成１８年１０月に「千葉市都市計画法

に基づく開発行為等の許可の基準に関

する条例」を施行し、鉄軌道駅から１

ｋｍの範囲内にある市街化調整区域に

おいて、一定の要件を満たす開発行為

を認めています。 

そこで、地区計画の活用により同趣

旨の市街地形成をより計画的に進めら

れるよう、本類型を設定します。 

本類型は、駅周辺における一定の広

がりを持つ開発行為に対し、緑の保全

や創出を義務付けることにより良好な

都市環境を創造するものです。一定の

緑確保のもと低層住宅の立地を誘導す

るほか、より一層の緑確保を条件に中

層住宅の立地も認めることとします。 

立地可能な建築物の用途は、居住系

とします。ただし、区域の大きさや戸

数などによっては自治活動を行うため

の集会所や保育所などの公益的施設、

医療施設、日常生活に資する店舗等の

立地を認めながら居住環境の充実を図

ることとします。

(b) マスタープラン適合型 

本市の基本計画や都市計画マスター

プラン等の計画を推進するためには、

特定の開発行為を市街化調整区域で実

現することも時として必要です。 

そこで、それらによる有益な開発行

為を実現する受け皿として本類型を設

定します。 

この類型は※ちば・まち・ビジョンに

おいて連携を図るとされている行政各

分野の計画で、その実現の具体化のた

めのプロセスが明示され、その課題解

決のための調整状況が明らかにされて

いるものについて適用するものです。 

なお、本類型により立地可能な建築

物の用途は、計画の内容に基づき定め

ることとします。 

 

※ちば・まち・ビジョンとは、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市

計画区域マスタープラン）」、「千葉市都市計画マスタープラン」、「千葉市立地

適正化計画」の ３つの計画を一体化する見直しを行い、策定したものです。

(C) 街区環境整序型 

市街化調整区域では、地区計画を定

める方法のほか開発許可制度により

様々な条件のもと開発行為や建築行為

が認められます。このことによって、

市街化調整区域にも多くの都市的土地

利用が見られるわけです。市街地間を

結ぶ道路の沿道にはお店があります。

工場などで産業も営まれていますし、

住宅もあります。そこには様々なもの

が建つゆえの混乱も見られます。 

このように、地区計画を定めなくて

も立地の認められる建築物があり、こ

れらが集まり街区を形成することがあ

ります。そこで、そのような街区につ

いて、不良な環境の形成を防止する仕

組みとして本類型を設定します。 

本類型は開発行為の実現を目的とす

るものではなく、地区内の建築行為に

一定のルールを設けることで秩序ある

街並みづくりを誘導するものです。 

 

(d) 住環境保全型 

市街化調整区域の中にも計画的に整

備され、良好な街並みを維持する住宅

団地があります。しかしながら、住ま

い手のライフスタイルや価値観はさま

ざまであり、共通のルールなしで良好

な街並みを保全することは困難になり
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つつあります。 

そこで、良好な居住環境を保全する

仕組みとして本類型を設定します。 

本類型の活用により、既に形成され

ているゆとりある低層住宅地の環境、

さらには生垣など地区の個性を維持・

保全することを目指します。 
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Ⅳ 地区計画の技術的な基準 
 
 市街化調整区域に地区計画を定める場合の技術的な基準は、次のとおりです。 
 
地区計画の類型 (a) 地域資源型 

 

位置及び区域 

ア）千葉市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例第４条第１号、第

３号から第５号に掲げる要件のいずれにも該当する区域とする。 

ただし、樹林地等の保全の方針を定める区域等についてはこの限りでない。 

イ）１ha以上の区域とする。 

目標・方針 

 市街化調整区域の性格を踏まえ、以下の点について、地区の特性から必要な事項を地

区計画の目標として明らかにする。 

   ・自然環境の保全   ・ゆとりある良好な市街地環境の維持及び形成 

   ・周辺の景観     ・営農条件などとの調和   ・地域の活性化 等 

 
公共施設の 

整備の方針 

 次の内容を満たすように、公共施設の整備の方針を定める。 

ア）道路（歩行者専用道路を除く）は、幅員を６ｍ以上とし適切に配置する。 

イ）公園、緑地または広場（以下、「公園等」という。）は、次の基準により適切に配置

する。 

 Ａ型 Ｂ型 

公園等の基準 ・開発区域の面積の３％以上 

・１箇所あたりの面積は原則、 

 ６００㎡以上（２以上の公園 

 等を計画する場合に限る。） 

・開発区域の面積の６％以上 

・１箇所あたりの面積は原則、 

 ６００㎡以上 

 

地
区
整
備
計
画 

地区施設 必要に応じ、適切に定める。  

建築物等 

 

 

 Ａ型 Ｂ型 

建築物等の 

用途の制限 

住宅

地 

・ 立地可能な建築物は、住宅、兼用住宅または共同住宅（附属

建築物を含む）とし、適切に定める。 

・ 兼用住宅、附属建築物については、第一種低層住居専用地域に

立地可能なものとする。 

・ 地区の規模を勘案し、公益的施設を立地可能な建築物の用途に

加えることができるものとする。 

利便

地 

・ 立地可能な建築物は、住宅または共同住宅（付属建築物を含

む）とし、適切に定める。 

・ 地区の規模を勘案し、医療施設や日常の生活に資する店舗等

を基本として立地可能な建築物の用途に加えることができる

ものとする。（ただし、建築物は平屋建てかつ床面積 500㎡以

下とし、建築物の敷地が区域又は地区の２以上にわたるもの

は立地できない。） 

・ 兼用住宅や住宅と店舗の複合用途については立地できない。 

建築物の容積率 

の最高限度 

住宅

地 ・ 100%以下の数値で適

切に定める。 

・150%以下の数値で適切に定める。 

利便

地 
・100%以下の数値で適切に定める。 

建築物の建ぺい率 

の最高限度 

住宅

地 ・50%以下の数値で適切に定

める。 

・概ね 50%～60%以下の数値で適切

に定める。 

利便

地 
・50%以下の数値で適切に定める。 

建築物の敷地面積 

の最低限度 

住宅

地 ・165 ㎡以上の数値で適切に

定める。 

・1,500㎡以上の数値で適切に定め

る。 

利便

地 
・165㎡以上の数値で適切に定める。 

壁面の位置の制限 

住宅

地 ・必要に応じ、適切に定め

る。 

・5m以上の数値で適切に定める。 

利便

地 
・必要に応じ、適切に定める。 
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地区計画の類型 (a) 地域資源型 

地
区
整
備
計
画 

建築物等  注１ Ｂ型は、建築基準法第５５条第２項の規定に準拠したルールとする。 

 注２ Ａ型及びＢ型を同一地区内で設定する場合、適切に地区を区分する。 

 注３ 利便地については、住宅戸数（共同住宅の場合は住戸）が５００戸以上の場合に

設定することができる。（「医療施設（診療所）」については規模による。） 

    ただし、設定に当たっては以下の条件を満たす必要がある。 

    ア）利便地は複数設定できるが、１つの利便地面積は１，０００㎡以下とする。 

    イ）各利便地の面積の総合計は、地区計画区域の面積の３％以下となること。 

    ウ）幅員１２ｍ以上の地区の主要道路の沿道に接すること。 

    エ）利便地を複数設定する場合、集積を避け適切に配置すること。また、利便

地内も集積を避けるため、建築物の敷地面積の最低限度を適切に設定する

こと。 

 

 

 Ａ型 Ｂ型 

建 築 物 等 の 

高さの最高限度 
住宅

地 

・10m 以下の数値で適切に

定める。 

・必要に応じ、北側斜線、

道路斜線を適切に定める。 

・12m以下の数値で適切に定める。 

・北側斜線を定める（H≦4+0.5Lと

する。）。 

利便

地 

・10m以下の数値で適切に定める。 

・必要に応じ、北側斜線、道路斜

線を適切に定める。 

建築物の緑化率の

最 低 限 度 
・定めることに努める。 

建築物等の形態 

又は意匠の制限 
・必要に応じ、適切に定める。 

か き 又 は 柵 の 

構 造 の 制 限 
・必要に応じ、適切に定める。 

樹林地等の

保全の方針 

 

 

必要に応じ、適切に定める。 

備  考 

１）上記のほか、都市計画法、都市計画運用指針、宅地開発指導要綱及び同指導基準、 

  その他の法令及び市の施策に適合した内容とする。 

２）建築基準法第６８条の２の規定に基づく条例に位置づける。 

３）建築物の緑化率の最低限度を定める場合、都市緑地法第３９条第１項の規定に基づ

く条例に位置づける。 

 

 

 
 
 

地区計画の類型 (b) マスタープラン適合型 (c) 街区環境整序型 (d) 住環境保全型 

 

位置及び区域 

ア）行政各分野の計画及び

土地利用誘導方針によ

る位置及び区域とす

る。 

イ）原則、１０ha以上２０

ha未満の区域とする。 

 

 

 

ア）不良な街区環境の形成

を防止する区域とす

る。 

イ）概ね１ha以上２０ha未

満の区域とする。 

ア）良好な居住環境を有す

る市街地が形成されて

いる区域とする。 

イ）概ね１ha 以上２０ha

未満の区域とする。 

目標・方針 計画の内容を踏まえ、適

切に定める。 

 

 不良な街区環境の防止の

観点から、適切に定める。 

 良好な居住環境の保全の

観点から、適切に定める。 

 公共施設の整備

の方針 
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地

区

整

備

計

画 

地区施設 必要に応じ、適切に定める。 必要に応じ、適切に定める。 必要に応じ、適切に定める。 

建築物等 

 計画の内容により、適切

に定める。 

 

 

 

 法第３４条第１０号の規

定によらず立地可能な建築

物について、用途や形態を

制限する内容で、適切に定

める。 

 原則、「(a)地域資源型」の

Ａ型とする。 

 ただし、建築物等の用途の

制限については、開発許可時

の予定建築物の範囲内とす

る。 

 

樹 林 地 等 の 

保 全 の 方 針 

計画の内容により、適切

に定める。 

 

 必要に応じ、適切に定め

る。 

 必要に応じ、適切に定め

る。 

備  考 

１）上記のほか、都市計画法、都市計画運用指針、宅地開発指導要綱及び同指導基準、 

その他の法令及び市の施策に適合した内容とする。 

２）建築基準法第６８条の２第１項の規定に基づく条例に位置づける。 

３）建築物の緑化率の最低限度を定める場合、都市緑地法第３９条第１項の規定に基づく

条例に位置づける。 

４）区域の面積が２０ha以上となる場合、市街化区域への編入の検討を行うものとする。 

 

  

  附 則 

 

この運用基準は、平成１９年４月２日から施行する。 

 

  附 則 

 

この運用基準は、平成２３年１２月１日から施行する。 

 

  附 則 

 

この運用基準は、平成２６年１１月１４日から施行する。 

 

  附 則 

 

この運用基準は、平成２７年１月１５日から施行する。 

   
    附 則 

 
この運用基準は、令和６年３月１日から施行する。 
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Ⅴ 地区計画の活用イメージ 
 
 市街化調整区域で地区計画を活用する場合のイメージは、次のとおりです。 
 
 

 

計画イメージ１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ） 地域資源型 

現況イメージ 

計画イメージ（地区整備計画の例） 

市街化調整区域のうち、鉄道駅

から１ｋｍ以内の区域。 

農用地などを含まない区域。 

◎ 地区施設（公園・緑地、道路）

◎ 建築物等の用途の制限 

⇒共同住宅の立地を許容 

◎ 建築物の容積率／建ぺい率の

最高限度 

⇒150％／50％（築造面積含む） 

◎ 壁面の位置の制限 

⇒工作物を含み、敷地境界線か

ら 5m 以上のセットバック 

◎ 建築物の高さの最高限度 

⇒12m 

 

 

駅 

１
ｋ
ｍ
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現況イメージ 

計画イメージ（地区整備計画の例） 

市街化調整区域のうち、鉄道駅

から１ｋｍ以内の区域。 

農用地などを含まない区域。 

住宅戸数が５００戸立地可能 

◎ 地区施設（公園・緑地、道路）

◎ 住宅地の用途制限 

⇒ 住宅地の用途制限 

◎ 住宅地の他に利便地を設定 

⇒ 住宅地の用途制限に医療 

施設や日常の生活に資す

る店舗等を追加可能 

【利便地の主な要件】 
・ １つの利便地面積は１，０００㎡以下 

・ 各利便地の面積の総合計は、地区計画 

  区域の面積の３％以下 

               など 

 

 

 計画イメージ２ 

 

 

１
ｋ
ｍ
 

駅 

１２ｍ以上の地区の主要道路 

１２ｍ以上の地区の主要道路 
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（ｂ） マスタープラン適合型 

 

 

 

 

 

 
計画イメージ（地区整備計画の例） 

◎ 建築物等の用途の制限 

⇒大学及び関連施設を許容 

◎ その他計画の内容により、適切

に定める。 

 

 



 

- 11 - 

 

 

 

 

 

 

（ｄ） 住環境保全型 

計画イメージ（地区整備計画の例） 

 

◎ 建築物等の用途の制限 

⇒一戸建ての住宅とする 

◎ 建築物の容積率／建ぺい率の

最高限度 

⇒100％／50％ 

◎ 建築物の敷地面積の最低限度 

⇒165 ㎡ 

◎ 壁面の位置の制限 

⇒1m 

◎ 建築物等の高さの最高限度 

⇒8.5m 

 

（ｃ） 街区環境整序型 

現況イメージ 

計画イメージ（地区整備計画の例） 

開発行為や建築行為が可能な

土地が多数存在する。 

建築物の立地動向からみて、

様々な用途や形態の建築物の立

地が想定され、不良な街区の環境

の形成されるおそれがある。 

◎ 建築物等の用途の制限 

⇒工場を建築してはいけない 

◎ 建築物等の高さの最高限度 

⇒10m  

◎ 壁面の位置の制限 

⇒道路境界線から２ｍ以上、

セットバックする。 
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Ⅵ 地区計画と開発行為の流れ 

 

都市計画法第３４条第１０号の規定により開発行為を行う場合、地区計画を定めるた

めの手続きと開発許可の手続きが必要になりますが、流れは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域資源型の流れを想定） 

 

 

  の流れは次のとおりです。 
 

地
区
計
画 

地
区
計
画
の
立
案
可
能
性
を
検
討 

都
市
計
画
提
案
の
事
前
相
談 

自
然
環
境
、
交
通
量
等
調
査 

自
然
環
境
、
交
通
量
等
調
査 

地
元
説
明
会 

地
元
説
明
会 

地
区
計
画
の
素
案
作
成 

地
区
計
画
の
都
市
計
画
提
案 

都
市
計
画
決
定
手
続
き 

都
市
計
画
決
定
・
告
示 

位
置
及
び
区
域
の
設
定 

土
地
利
用
計
画
素
案
に
よ
る
事
前
審
査 

現
況
測
量
及
び
詳
細
設
計 

詳
細
設
計
に
よ
る
事
前
協
議 

公
共
施
設
管
理
者
の
同
意
等 

開
発
許
可
申
請 

開
発
行
為 

審 

査 

開
発
許
可 

地
区
計
画
の
建
築
条
例
化 

原
案
の
作
成 

原
案
の
縦
覧 

原
案
の
修
正 

都
市
計
画
説
明
会 

案
の
作
成 

案
の
縦
覧 

市
都
市
計
画
審
議
会 

県
と
協
議 

都
市
計
画
決
定
・
告
示 

都市計画決定手続き 

※ 

※ 


